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                   脆弱国の国づくりについて                         

                                                           

                                               

                                         開発経済調査部 主任研究員 福田幸正  

3 月末、オバマ政権は「包括的な新アフガニスタン・パキスタン新戦略」を公表した。

この新戦略のポイントは、①アルカイダなどテロリスト掃討作戦の継続、②アフガニス

タンとパキスタンを一体として捉えること(Af-Pak)、③これまで軍事に軸足が置かれて

きたが今後は民生支援とのバランスを重視すること、④これらを国際協調のもと実施す

ること、である。殊にアフガニスタンで民生支援を実施するに当たっては、行政、司法、

農業、教育などの民間人専門家の派遣人員を大幅に増やすとのことである。 

このようにまとめると、疑問なくすんなりと読めてしまうかもしれないが、最後の「民

間人専門家の派遣を大幅に増やす」というところが大変心配だ。すなわち、援助する側

にいかに善意があったとしても、嫌米感情が蔓延する地域に、民間人とはいえ一挙に大

勢の人員を派遣すればどうなるか、想像することはさほど難しいことではない。 

一見理解しがたいことであるが、援助する側が圧倒的に強い意志と能力を伴って前面

に出てしまうと、望ましい結果はかえって得られなくなる。大事なのは、いかに現地の

能力を培い、途上国の政府を押し立てて国民に向き合わせられるかということである。

特に紛争経験国のように、人間でいえば病み上がりの状態で、国の土台から作り上げて

いかなければならないようなケースでは、国民にとって誰が基礎的サービスの提供者と

映るのか、という点が安定的な国づくりのために極めて重要となる。援助する側は、援

助すること自体に熱心なあまり、国づくりの主役は誰かという極めて基本的なポイント

を忘れがちである。 

いかに今は脆弱であっても、国が国民にサービスを提供する姿を示し得ないのであれ

ば、国の正統性や国と国民の相互信頼に基づく権利義務関係などを培うことは期待でき

ない。ましてや国への帰属意識の醸成、ひいては国づくりの成功など夢物語である。必

要に迫られ、やむを得ない場合があるのかもしれないが、途上国の国としての基本機能

である基礎的サービスの提供について、援助する側が安易に丸ごと肩代わりしてしまっ

ているケースが多いのではなかろうか。それが恒常化すると、援助依存体質からの脱却

は極めて困難になり、国づくりを目的にしていたはずの援助は、国づくりを更に遠いも

のにしてしまうという皮肉な結果となる。 

国の正統性、国の主要機能、国と国民の関係など、私たちにとっては当たり前過ぎて

あらためて考えることなどない事柄こそ、実は国づくりの途上にある国々、その中でも

特に紛争経験国にとっては死活的に重要な課題なのである。私たち先進国の国民は、揺

りかごから墓場までありとあらゆる制度の網の目に守られながら、それがあたかも「当

たり前」のこととして日々暮らしていける。一方、紛争経験国の人々にとってはそのよ

うな「当たり前」などほとんど存在せず、毎日は明日をも知れない生きるための厳しい

戦いであろう。 
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冒頭で述べた米国民間人専門家大量派遣の例のように、私たちはともすれば単純な想

像力に欠けることがままある。そのために良かれと思ったことが必ずしも好ましい結果

を生むとは限らないのである。 

国の正統性、国の主要機能、国と国民の関係などは、紛争経験国の国づくりとの関連

で OECD（経済協力開発機構 本部：パリ）の場で検討が進められている課題でもある

ことを紹介しておきたい。東西の壁が倒れた直後から民族紛争などの新しい形の紛争が

頻発したことを契機に、新たな開発課題として「紛争」が位置付けられた。同時にアフ

ガニスタンやイラクなど、極めて困難な復興支援事業に実地で共に取り組むことを通し

て、先進各国はこのような根源的な問題意識を共有するに至ったということができる。

そこでは様々な脆弱性を孕む紛争経験国の紛争再発を防ぎ、また復興から持続的な開発

に繋げるために、援助を通じていかに国の正統性、国の主要機能、国と国民の関係など

を強化できるかが課題となっている。 

なお、今回の世界金融危機のように先進国もショックに対して脆弱性を示すことがあ

るが、いかに復旧できるかによってその社会全体の強靭性が試される。OECD で紛争経

験国などの脆弱国を巡る議論が活発なのは、途上国だけではなく先進国自身も自らの脆

弱性に真剣に目を向けざるを得ないという時代的な背景があるものと考える。途上国の

問題は先進国の問題でもある。  

 

以上 
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